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議案第９１号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 下記のことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の 

規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

 さいたま市市税条例の一部を改正する条例の制定について 
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（別紙） 

専決第２３号 

専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のよう

に専決処分する。 

令和６年３月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市市税条例の一部を改正する条例 

 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （市民税の減免）  （市民税の減免） 
第４７条 ［略］ 第４７条 ［略］ 
２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとす

る者は、納期限までに次に掲げる事項を記載した

申請書に減免を受けようとする事由を証明する書

類を添付して市長に提出しなければならない。た

だし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該

当することが明らかであり、かつ、市民税を減免 
 する必要があると認める場合は、この限りでない。

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとす

る者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を受けようとする事由を証明する 
書類を添付して、市長に提出しなければならない。

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、

その事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市 
長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、

その事由が消滅した場合においては、直ちにその 
旨を市長に申告しなければならない。 

  
 （固定資産税の減免）  （固定資産税の減免） 
第８０条 ［略］ 第８０条 ［略］ 
２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けよう

とする者は、納期限までに、次に掲げる事項を記

載した申請書にその減免を受けようとする事由を

証明する書類を添付して市長に提出しなければな

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けよう

とする者は、納期限までに、次に掲げる事項を記

載した申請書に減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して、市長に提出しなければなら
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らない。ただし、市長が、当該者が所有する固定

資産が同項各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、固定資産税を減免する必要があ

ると認める場合は、この限りでない。 

ない。 

 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 
３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた

者は、その事由が消滅した場合には、直ちにその

旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた

者は、その事由が消滅した場合においては、直ち

にその旨を市長に申告しなければならない。 
  
 （特別土地保有税の減免）  （特別土地保有税の減免） 
第１２０条 ［略］ 第１２０条 ［略］ 
２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、次に掲げる事項

を記載した申請書にその減免を受けようとする事

由を証明する書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、市長が、当該者が所有し、

又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当す

ることが明らかであり、かつ、特別土地保有税を

減免する必要があると認める場合は、この限りで

ない。 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、次に掲げる事項

を記載した申請書に減免を受けようとする事由を

証明する書類を添付して、市長に提出しなければ

ならない。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受

けた者は、その事由が消滅した場合には、直ちに

その旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受

けた者は、その事由が消滅した場合においては、

直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 
  
 （事業所税の減免）  （事業所税の減免） 
第１５０条 ［略］ 第１５０条 ［略］ 
２ 前項の規定により事業所税の減免を受けようと

する者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載

した申請書に減免を受けようとする事由を証明す 
る書類を添付して市長に提出しなければならない。

ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに 
該当することが明らかであり、かつ、事業所税を 
減免する必要があると認める場合は、この限りで 

 ない。 

２ 前項の規定により事業所税の減免を受けようと

する者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載

した申請書に減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
３ 第１項の規定により事業所税の減免を受けた者 

は、その事由が消滅した場合には、直ちにその旨

を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により事業所税の減免を受けた者

は、その事由が消滅した場合においては、直ちに

その旨を市長に申告しなければならない。 
  
   附 則    附 則 
 （令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等

の特例） 
 

第１１条の２ 所得割の納税義務者の選択により、

法附則第４条の４第４項に規定する特例損失金額

（以下この項において「特例損失金額」という。

）がある場合には、特例損失金額（同条第４項に

規定する災害関連支出がある場合には、第３項に

規定する申告書の提出の日の前日までに支出した
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ものに限る。以下この項及び次項において「損失

対象金額」という。）について、令和５年におい

て生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定す

る損失の金額として、この条例の規定を適用する

ことができる。この場合において、第２０条の規

定により控除された金額に係る当該損失対象金額

は、その者の令和７年度以後の年度分で当該損失

対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度

分の市民税に係るこの条例の規定の適用について

は、当該損失対象金額が生じた年において生じな

かったものとみなす。 
２ 前項前段の場合において、第２０条の規定によ

り控除された金額に係る損失対象金額のうちに同

項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第

４８条の６第１項に規定する親族の有する法附則

第４条の４第４項に規定する資産について受けた

損失の金額（以下この項において「親族資産損失

額」という。）があるときは、当該親族資産損失

額は、当該親族の令和７年度以後の年度分で当該

親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の

翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用に

ついては、当該親族資産損失額が生じた年におい

て生じなかったものとみなす。 

 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第２８条第１

項又は第３項の規定による申告書（その提出期限

後において市民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提出された

第２９条第１項の確定申告書を含む。）に第１項

の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場

合（これらの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認める場合を

含む。）に限り、適用する。 

 

  
 （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医

療費控除の特例） 
 （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医

療費控除の特例） 
第１２条 平成３０年度から令和９年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の５第

３項の規定に該当する場合における第２０条の規

定による控除については、その者の選択により、

同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（

第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「ま

で並びに法附則第４条の５第３項の規定により読

み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第

２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定

を適用することができる。 

第１２条 平成３０年度から令和９年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の４第

３項の規定に該当する場合における第２０条の規

定による控除については、その者の選択により、

同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（

第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「ま

で並びに法附則第４条の４第３項の規定により読

み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第

２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定

を適用することができる。 
  
 （令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除）  
第１５条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、

 法附則第５条の８第４項及び第５項に規定すると

ころにより控除すべき市民税に係る令和６年度分
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特別税額控除額を、前年の合計所得金額が１，８

０５万円以下である所得割の納税義務者（次条及

び附則第１５条の７において「特別税額控除対象

納税義務者」という。）の第２１条、第２４条か

ら第２５条の２まで、附則第１１条第２項、附則

第１５条第１項、附則第１５条の３の２第１項、

前条及び附則第１７条の２の規定を適用した場合

の所得割の額から控除する。 
２ 前項の規定の適用がある場合における第２４条

の２第２項、第４４条の５第１項及び前条の規定

の適用については、第２４条の２第２項及び前条

中「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第 
５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、第４ 
４条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第 
１５条の５第１項の規定の適用がないものとした 
場合に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは 
「の同項の規定の適用がないものとした場合にお 
ける前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、

附則第１５条の５第１項の規定の適用がないもの 
とした場合における前々年中」とする。 

 

  
 （令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関

する特例） 
 

第１５条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、

個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の 
納付額については、第３４条の規定にかかわらず、

次に定めるところによる。 

 

 ⑴ 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除

前の普通徴収に係る個人の市民税の額（前条第

１項の規定の適用がないものとした場合に算出 
される普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。

  ）、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の県

民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項

の規定の適用がないものとした場合に算出され

る普通徴収に係る個人の県民税の額をいう。）

及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（

以下この号において「特別税額控除前の普通徴

収に係る個人の住民税の額」という。）からそ

の者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通

徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係

る森林環境税の額の合算額を控除した額（以下

この項において「普通徴収の個人の住民税に係

る特別税額控除額」という。）がその者の特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額

を４で除して得た金額（当該金額に１，０００

円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額

が１，０００円未満であるときは、その端数金

額又はその金額を切り捨てた金額。以下この項

において「分割金額」という。）に３を乗じて

得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収
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に係る個人の住民税の額から控除した残額に相

当する金額（以下この項において「第１期分金

額」という。）に満たない場合には、当該納税

通知書に記載すべき各納期の納付額は、第３３ 
条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、

次項及び次条第１項において「第１期納期」と 
いう。）においてはその者の第１期分金額から 
その者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税 
額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれ 
の納期においてはその者の分割金額とする。 

 ⑵ 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額がその者の第

１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期

分金額とその者の分割金額との合計額に満たな

い場合には、当該納税通知書に記載すべき各納

期の納付額は、第１期納期においてはないもの

とし、第３３条第１項に規定する第２期の納期

（以下この項及び次条第１項において「第２期

納期」という。）においてはその者の第１期分

金額とその者の分割金額との合計額からその者

の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額を控除した額とし、第３３条第１項に規定す

る第３期の納期（以下この項において「第３期

納期」という。）及び同条第１項に規定する第

４期の納期（以下この項において「第４期納期

」という。）においてはその者の分割金額とす

る。 

 

 ⑶ 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額がその者の第

１期分金額とその者の分割金額との合計額以上

であり、かつ、その者の第１期分金額とその者

の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額に

満たない場合には、当該納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、第１期納期及び第２期納

期においてはないものとし、第３期納期におい

てはその者の第１期分金額とその者の分割金額

に２を乗じて得た金額との合計額からその者の

普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額

を控除した額とし、第４期納期においてはその

者の分割金額とする。 

 

 ⑷ 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額がその者の第

１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得

た金額との合計額以上である場合には、当該納

税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１

期納期、第２期納期及び第３期納期においては

ないものとし、第４期納期においてはその者の

普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に

係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林

環境税の額の合算額とする。 
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２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から

第４４条第１項の規定により普通徴収の方法によ

って徴収されることとなったものを除く。）を同

項の規定により普通徴収の方法によって徴収する

場合については、前項の規定は、適用しない。 

 

  
 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個

人の市民税に関する特例） 
 

第１５条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、

 第４４条の２第１項の規定により特別徴収の方法

によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る

個人の市民税（第３項において「年金所得に係る

特別徴収の個人の市民税」という。）の額及び同

条第３項の規定により普通徴収の方法によって徴

収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の額については、次に定めるところによる。 

 

 ⑴ 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除

前の年金所得に係る個人の市民税の額（附則第

１５条の５第１項の規定の適用がないものとし

た場合に算出される第４４条の２第１項に規定

する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得

割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行

う森林環境税額を含む。以下この号及び第５号

において同じ。）の合算額（以下この号及び第

５号において「年金所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額」という。）をいう。以下この

号及び第３項第１号において同じ。）からその

者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額を控除した額（以下この項及び第３項にお

いて「年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額」という。）がその者の特別税額控

除前の普通徴収に係る個人の市民税の額（特別

税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額

から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個 
人の市民税の額の２分の１に相当する額をいう。

  以下この号において同じ。）を控除した額をい

う。以下この号において同じ。）を２で除して

得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数

があるとき、又は当該金額の全額が１，０００

円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てた金額。以下この項において「第

２期分金額」という。）をその者の特別税額控

除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控

除した残額に相当する金額（以下この項におい

て「第１期分金額」という。）に満たない場合

には、第１期納期及び第２期納期に普通徴収の

方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得

に係る個人の市民税の額（以下この項において

「普通徴収対象税額」という。）並びに第４４
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条の３に規定する特別徴収対象年金給付の支払

をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額

（以下この項及び第３項において「特別徴収対

象税額」という。）は、第１期納期においては

その者の第１期分金額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、第２期納期において

はその者の第２期分金額に相当する税額、当該

年度の初日の属する年の１０月１日から１１月

３０日までの間においてはその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額を３で

除して得た金額（当該金額に１００円未満の端

数があるとき、又は当該金額の全額が１００円

未満であるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項において「分割

金額」という。）に２を乗じて得た金額をその

者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額から控除した残額に相当する金額（以

下この項において「１０月分金額」という。）

に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３

月３１日までの間においてはその者の分割金額

に相当する税額とする。 
 ⑵ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係

る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第

１期分金額とその者の第２期分金額との合計額

に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特

別徴収対象税額は、第１期納期における税額は

ないものとし、第２期納期においてはその者の

第１期分金額とその者の第２期分金額との合計

額からその者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当する

税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日

から１１月３０日までの間においてはその者の

１０月分金額に相当する税額、同年１２月１日

から翌年の３月３１日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

 

 ⑶ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係

る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額とその者の第２期分金額との合 
計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、

その者の第２期分金額及びその者の１０月分金 
額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象 
税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び 
第２期納期における税額はないものとし、当該 
年度の初日の属する年の１０月１日から１１月 
３０日までの間においてはその者の第１期分金 
額、その者の第２期分金額及びその者の１０月 
分金額の合計額からその者の年金所得に係る個 
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人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残 
額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の 
３月３１日までの間においてはその者の分割金 
額に相当する税額とする。 

 ⑷ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係

る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額、その者の第２期分金額及びそ 
の者の１０月分金額の合計額以上であり、かつ、

その者の第１期分金額、その者の第２期分金額、

その者の１０月分金額及びその者の分割金額の 
合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額 
及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２ 
期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０ 
月１日から１１月３０日までの間における税額 
はないものとし、同年１２月１日から翌年の１ 
月３１日までの間においてはその者の第１期分 
金額、その者の第２期分金額、その者の１０月 
分金額及びその者の分割金額の合計額からその 
者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税 
額控除額を控除した残額に相当する税額、同年 
２月１日から３月３１日までの間においてはそ 
の者の分割金額に相当する税額とする。 

 

 ⑸ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係

る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額、その者の第２期分金額、その

者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計

額以上である場合には、普通徴収対象税額及び

特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納

期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１

日から翌年の１月３１日までの間における税額

はないものとし、同年２月１日から３月３１日

までの間においてはその者の年金所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額に相当する税額と

する。 

 

２ 前項の規定の適用がある場合における第４４条 
 の４の規定の適用については、同条第２項中「年 
 金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の３月３１日までの

間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特

別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額

」とあるのは、「附則第１５条の７第１項各号に

規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」

とする。 

 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得 
 に係る特別徴収の個人の市民税の額（第１項の規

定の適用があるものを除く。）については、次に

定めるところによる。 

 

 ⑴ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係 
  る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民
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税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人

の市民税の額から第４４条の５第１項に規定す

る年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額

をいう。以下この号において同じ。）を３で除

して得た金額（当該金額に１００円未満の端数

があるとき、又は当該金額の全額が１００円未

満であるときは、その端数金額又はその全額を

切り捨てた金額。以下この項において「分割金

額」という。）に２を乗じて得た金額をその者

の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民

税の額から控除した残額に相当する金額（以下

この項において「１０月分金額」という。）に

満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該

年度の初日の属する年の１０月１日から１１月

３０日までの間においてはその者の１０月分金

額からその者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当する

税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日ま

での間においてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 
 ⑵ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係 

る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１

０月分金額とその者の分割金額との合計額に満

たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年

度の初日の属する年の１０月１日から１１月３

０日までの間における税額はないものとし、同

年１２月１日から翌年の１月３１日までの間に

おいてはその者の１０月分金額とその者の分割

金額との合計額からその者の年金所得に係る個

人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残

額に相当する税額、同年２月１日から３月３１

日までの間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

 

 ⑶ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係 

る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者

の１０月分金額とその者の分割金額との合計額

以上である場合には、特別徴収対象税額は、当

該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年

の１月３１日までの間における税額はないもの

とし、同年２月１日から３月３１日までの間に

おいてはその者の第４４条の５第２項の規定に

より読み替えられた第４４条の２第１項に規定

する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税

額とする。 

 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４４条

の４の規定の適用については、同条第２項中「年

金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の３月３１日までの

間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特
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別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額

」とあるのは、「附則第１５条の７第３項各号に

規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」

とする。 
５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４４条の

６第１項の規定の適用がある場合については、前

各項の規定は、適用しない。 

 

  
（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除）  

第１５条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、

 法附則第５条の１２第３項及び第４項に規定する

ところにより控除すべき市民税に係る令和７年度

分特別税額控除額を、同条第３項に規定する特別

税額控除対象納税義務者の第２１条、第２４条か

ら第２５条の２まで、附則第１１条第２項、附則

第１５条第１項、附則第１５条の３の２第１項、

附則第１５条の４及び附則第１７条の２の規定を

適用した場合の所得割の額から控除する。 

 

  
（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課 
税の特例） 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課 
税の特例） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 
２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第６条第５項に規定する場合において、第 
２８条第１項の規定による申告書に肉用牛の売却 
に係る租税特別措置法第２５条第２項第２号に規 
定する事業所得の明細に関する事項の記載がある 
ときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税 
の所得割の額は、第１９条から第２１条まで、第 
２４条から第２５条まで、附則第１５条第１項、 
附則第１５条の３第１項、附則第１５条の３の２ 
第１項及び附則第１５条の４の規定にかかわらず、

法附則第６条第５項各号に掲げる金額の合計額と 
することができる。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第６条第５項に規定する場合において、第 
２８条第１項の規定による申告書に肉用牛の売却 
に係る租税特別措置法第２５条第２項第２号に規 
定する事業所得の明細に関する事項の記載がある 
ときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税 
の所得割の額は、第１９条から第２１条まで、第 
２４条から第２５条まで、附則第１５条第１項、 
附則第１５条の３第１項、附則第１５条の３の２ 
第１項及び前条の規定にかかわらず、法附則第６ 
条第５項各号に掲げる金額の合計額とすることが 
できる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第２５条

の２第１項、附則第１５条の５第１項及び前条の

規定の適用については、第２５条の２第１項中「

前３条」とあるのは「前３条並びに附則第１６条

第２項」と、附則第１５条の５第１項中「前条及

び」とあるのは「前条、附則第１６条第２項及び

」と、前条中「附則第１５条の４及び」とあるの 
は「附則第１５条の４、次条第２項及び」とする。

３ 前項の規定の適用がある場合における第２５条

の２第１項の規定の適用については、同項中「前

３条」とあるのは、「前３条並びに附則第１６条

第２項」とする。 

  
（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の 
適用を受けようとする者がすべき申告） 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告） 
第１９条 ［略］ 
２ ［略］ 

第１９条 ［略］ 
２ ［略］ 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項

の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る住宅に
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ついては、前項の申告書の提出がなかった場合に

おいても、長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に規

定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項

に規定する期間内に施行規則附則第７条第４項に

規定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有

に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２ 
項に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項 
の規定を適用することができる。 

４ ［略］ 
５ ［略］ 
６ ［略］ 
７ ［略］ 

８ ［略］ 

３ ［略］ 
４ ［略］ 
５ ［略］ 
６ ［略］ 
７ ［略］ 

９ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修

住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分

について、これらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第４項に規定する居住安全改修工事が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修

住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分

について、これらの規定の適用を受けようとする

者は、当該高齢者等居住改修住宅又は当該高齢者

等居住改修専有部分に係る居住安全改修工事が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 
 ⑴～⑺ ［略］  ⑴～⑺ ［略］ 
１０ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修

等住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修等専有

部分について、これらの規定の適用を受けようと

する者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修

工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１

０項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等

住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修等専有部

分について、これらの規定の適用を受けようとす

る者は、当該熱損失防止改修等住宅又は当該熱損

失防止改修等専有部分に係る熱損失防止改修工事

等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 
 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 
１１ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特

定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住

宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則

第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特

定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住

宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則

第７条第１０項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 
 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 
１２ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規定す

る特定熱損失防止改修等住宅専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとする者は、法附

則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修

工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規定す

る特定熱損失防止改修等住宅専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとする者は、法附

則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修

工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１
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２項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 
１項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 
 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 
１３ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特 

定マンションに係る区分所有に係る家屋について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特 
定マンションに係る同項に規定する工事が完了し 
た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した 
申告書に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げ 
る書類を添付して市長に提出しなければならない。

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特 
定マンションに係る区分所有に係る家屋について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特 
定マンションに係る同項に規定する工事が完了し 
た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した 
申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げ 
る書類を添付して市長に提出しなければならない。

 ⑴～⑸ ［略］  ⑴～⑸ ［略］ 
１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１８項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築

物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律

第１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定

による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令

附則第１２条第１９項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１７項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築

物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律

第１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定

による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令

附則第１２条第１９項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 施行規則附則第７条第１８項に規定する補助

の算定の基礎となった当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修に要した費用 

 ⑸ 施行規則附則第７条第１７項に規定する補助

の算定の基礎となった当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修に要した費用 
 ⑹ ［略］  ⑹ ［略］ 
１５ ［略］ １４ ［略］ 
  

（土地に対して課する令和６年度から令和８年度 
までの各年度分の固定資産税の特例に関する用語 
の意義） 

（土地に対して課する令和３年度から令和５年度 
までの各年度分の固定資産税の特例に関する用語 
の意義） 

第２１条 次条から附則第３１条までにおいて、次

の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げる

規定に定めるところによる。 

第２１条 次条から附則第３２条までにおいて、次

の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げる

規定に定めるところによる。 
 ⑴～⑺ ［略］  ⑴～⑺ ［略］ 

⑻ 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第１ 
９条の３第４項 

⑻ 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第１ 
９条の３第５項 

  
（令和７年度又は令和８年度における土地の価格 
の特例） 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格 
の特例） 

第２２条 市の区域内の自然的及び社会的条件から

みて類似の利用価値を有すると認められる地域に

おいて地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前

の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修

正前の価格をいう。）を当該年度分の固定資産税

の課税標準とすることが固定資産税の課税上著し

く均衡を失すると認める場合における当該土地に

第２２条 市内の自然的及び社会的条件からみて類

似の利用価値を有すると認められる地域において

地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格

（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の

価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税

標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡

を失すると認める場合における当該土地に対して
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対して課する固定資産税の課税標準は、第６８条

の規定にかかわらず、令和７年度分又は令和８年

度分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格（

法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格を

いう。）で土地課税台帳等に登録されたものとす

る。 

課する固定資産税の課税標準は、第６８条の規定

にかかわらず、令和４年度分又は令和５年度分の

固定資産税に限り、当該土地の修正価格（法附則

第１７条の２第１項に規定する修正価格をいう。

）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和７年 
度適用土地又は令和７年度類似適用土地であって、

令和８年度分の固定資産税について前項の規定の 
適用を受けないこととなるものに対して課する同 
年度分の固定資産税の課税標準は、第６８条の規 
定にかかわらず、修正された価格（法附則第１７ 
条の２第２項に規定する修正された価格をいう。 
）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和４年 
度適用土地又は令和４年度類似適用土地であって、

令和５年度分の固定資産税について前項の規定の 
適用を受けないこととなるものに対して課する同 
年度分の固定資産税の課税標準は、第６８条の規 
定にかかわらず、修正された価格（法附則第１７ 
条の２第２項に規定する修正された価格をいう。 
）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

  
（宅地等に対して課する令和６年度から令和８年 
度までの各年度分の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年 
度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第２３条 宅地等に係る令和６年度から令和８年度

までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて

得た額。以下この条において同じ。）に１００分

の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額（以

下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超え 
る場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。

第２３条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて

得た額。以下この条において同じ。）に１００分

の５（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税

にあっては、１００分の２．５）を乗じて得た額

を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっ

ては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額

）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における固定資 
産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。

）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税 
額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の６を乗じて

得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和

４年度分及び令和５年度分の宅地等調整固定資産

税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該商

業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額（当

該商業地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資
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分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額を超える場合には、同項

の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額を超える場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。 
３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じて得

た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第３４９条の３又は附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額に満たない場合には、同項の規定

にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和

４年度分及び令和５年度分の宅地等調整固定資産

税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額に満たない場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 
４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が０．６以上０．７以下のものに係る令和６

年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税

の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固

定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける商業地等であるときは、前年度分の固定資

産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が０．６以上０．７以下のものに係る令和３

年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税

の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固

定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける商業地等であるときは、前年度分の固定資

産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額とする。 
５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が０．７を超えるものに係る令和６年度から

令和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、

第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資産税額

とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が０．７を超えるものに係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、

第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資産税額

とする。 
  
第２５条 地方税法等の一部を改正する法律（令和

６年法律第４号。附則第４６条において「改正法 
」という。）附則第２１条第１項の規定に基づき、

令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定 
資産税については、法附則第１８条の３の規定を 
適用しないこととする。 

第２５条 地方税法等の一部を改正する法律（令和

３年法律第７号。附則第４６条において「改正法 
」という。）附則第１４条第１項の規定に基づき、

令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定 
資産税については、法附則第１８条の３の規定を 
適用しないこととする。 

  

-15-



16 
 

（農地に対して課する令和６年度から令和８年度 
までの各年度分の固定資産税の特例） 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度 
までの各年度分の固定資産税の特例） 

第２６条 農地に係る令和６年度から令和８年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、当該農地に係

る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）に、当該農地の当該

年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た

額を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整固定資産税額と

する。 

第２６条 農地に係る令和３年度から令和５年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、当該農地に係

る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額。以下この条において

同じ。）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄

に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲

げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の

固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の

課税標準額）を当該農地に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」

という。）を超える場合には、当該農地調整固定

資産税額とする。 
 ［略］ 

 

 ［略］ 
 

  
（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降 
の各年度分の固定資産税の特例） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以後 
の各年度分の固定資産税の特例） 

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
 

 
４ 令和２年度分の固定資産税についてさいたま市

市税条例の一部を改正する条例（令和３年さいた

ま市条例第２０号）による改正前のさいたま市市

税条例（以下「令和３年改正前の条例」という。

）附則第２７条第３項において準用する同条第１

項ただし書の規定の適用を受けた市街化区域農地 
 に対して課する令和３年度分の固定資産税の額は、

 前項の規定により算定した当該市街化区域農地に

係る令和３年度分の固定資産税額が、当該市街化

区域農地に係る令和２年度分の固定資産税に係る

令和３年改正前の条例附則第２７条第３項におい

て準用する同条第１項ただし書に規定する固定資

産税の課税標準となるべき額を当該市街化区域農

地に係る令和３年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額を超

える場合には、当該固定資産税額とする。 
  
第２８条 市街化区域農地に係る令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、前

条の規定により算定した当該市街化区域農地に係

る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域

農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農地

第２８条 市街化区域農地に係る令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、前

条の規定により算定した当該市街化区域農地に係

る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域

農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農地
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に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じて

得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３又

は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「市街化区域農地調整固定資産税

額」という。）を超える場合には、当該市街化区

域農地調整固定資産税額とする。 

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じて

得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額

）（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化

区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額（以下「

市街化区域農地調整固定資産税額」という。）を

超える場合には、当該市街化区域農地調整固定資

産税額とする。 
２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度分の市

街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街化区

域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格の３分の１の額に１０分の２を乗じて得

た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受ける市街

化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき額とした場合における固定資産税額に満た

ない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係

る令和４年度分及び令和５年度分の市街化区域農

地調整固定資産税額は、当該市街化区域農地調整

固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の

３分の１の額に１０分の２を乗じて得た額（当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額に満たない場合に

は、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額

とする。 
  

（免税点の適用に関する特例） （免税点の適用に関する特例） 
第３１条 附則第２３条、第２６条、第２７条又は

第２８条の規定の適用がある各年度分の固定資産

税に限り、第７０条に規定する固定資産税の課税

標準となるべき額は、附則第２３条、第２６条又

は第２８条の規定の適用を受ける宅地等、農地又

は市街化区域農地についてはこれらの規定に規定

する当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額によるものとし、附則第２７条の規定の適用

を受ける市街化区域農地（附則第２８条の規定の

適用を受ける市街化区域農地を除く。）について

は附則第２７条第１項（同条第３項において準用

する場合を含む。）に規定するその年度分の課税

標準となるべき額によるものとする。 

第３１条 附則第２３条、第２６条、第２７条又は

第２８条の規定の適用がある各年度分の固定資産

税に限り、第７０条に規定する固定資産税の課税

標準となるべき額は、附則第２３条、第２６条又

は第２８条の規定の適用を受ける宅地等、農地又

は市街化区域農地についてはこれらの規定に規定

する当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額によるものとし、附則第２７条の規定の適用

を受ける市街化区域農地（附則第２８条の規定の

適用を受ける市街化区域農地を除く。）について

は附則第２７条第１項（同条第３項において準用

する場合を含む。）又は第４項に規定するその年

度分の課税標準となるべき額によるものとする。 
  

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 
第３４条 附則第２３条第１項から第５項までの規

定の適用がある宅地等（附則第２１条第２号に掲

げる宅地等をいうものとし、法第３４９条の３、

第３４９条の３の２又は附則第１５条から第１５

第３４条 附則第２３条第１項から第５項までの規

定の適用がある宅地等（附則第２１条第２号に掲

げる宅地等をいうものとし、法第３４９条の３、

第３４９条の３の２又は附則第１５条から第１５
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条の３までの規定の適用がある宅地等を除く。）

に対して課する令和６年度から令和８年度までの

各年度分の特別土地保有税については、第１１７

条第１号及び第１２５条中「当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「

当該年度分の固定資産税に係る附則第２３条第１

項から第５項までに規定する課税標準となるべき

額」とする。 

条の３までの規定の適用がある宅地等を除く。）

に対して課する令和３年度から令和５年度までの

各年度分の特別土地保有税については、第１１７

条第１号及び第１２５条中「当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「

当該年度分の固定資産税に係る附則第２３条第１

項から第５項までに規定する課税標準となるべき

額」とする。 
２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価

土地の取得のうち平成１８年１月１日から令和９

年３月３１日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については、第１１７条第２号

中「不動産取得税の課税標準となるべき価格」と

あるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価

格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がな

いものとした場合における課税標準となるべき価

格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、

「令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあ

るのは「令第５４条の３８第１項に規定する価格

（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２分の

１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価

土地の取得のうち平成１８年１月１日から令和６

年３月３１日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については、第１１７条第２号

中「不動産取得税の課税標準となるべき価格」と

あるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価

格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がな

いものとした場合における課税標準となるべき価

格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、

「令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあ

るのは「令第５４条の３８第１項に規定する価格

（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２分の

１を乗じて得た額」とする。 
３～５ ［略］ ３～５ ［略］ 
  
 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課

税の特例） 
 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課

税の特例） 
第３６条の２ ［略］ 第３６条の２ ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め 
 るところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 
⑴～⑷ ［略］ ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第３６条の２第 
１項の規定による市民税の所得割の額」とする。

 

  
 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の

課税の特例） 
 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の

課税の特例） 
第３７条 ［略］ 第３７条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規 

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第３７条第１項

の規定による市民税の所得割の額」とする。 
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４ ［略］ ４ ［略］ 
  
 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例 

） 
 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例 

） 
第３８条 ［略］ 第３８条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第３８条第１項

の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

  
 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例 
 ） 

 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例   

 ） 
第４１条 ［略］ 第４１条 ［略］ 
２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め 
 るところによる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規 

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４１条第１項

の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

  
（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民 
税の課税の特例） 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民

税の課税の特例） 
第４２条 ［略］ 第４２条 ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める  

ところによる。 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４２条第１項

の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

  
 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の

課税の特例） 
 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の

課税の特例） 
第４３条 ［略］ 第４３条 ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 
⑴～⑷ ［略］ ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項
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及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４３条第１項

の規定による市民税の所得割の額」とする。 
  

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人 
の市民税の課税の特例） 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人 
の市民税の課税の特例） 

第４３条の２ ［略］ 第４３条の２ ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４３条の２第 
  １項の規定による市民税の所得割の額」とする。

 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 
５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 
５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４３条の２第

３項後段の規定による市民税の所得割の額」と

する。 

 

  
（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人 
の市民税の課税の特例） 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人 
の市民税の課税の特例） 

第４４条 ［略］ 第４４条 ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める 

ところによる。 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める 

ところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４４条第１項

の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 
５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 
５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 附則第１５条の５及び附則第１５条の８の規

定の適用については、附則第１５条の５第１項

及び附則第１５条の８中「所得割の額」とある

のは、「所得割の額並びに附則第４４条第３項 
  後段の規定による市民税の所得割の額」とする。

 

６ ［略］ ６ ［略］ 
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（宅地等に対して課する令和６年度から令和８年 
度までの各年度分の都市計画税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年 
度までの各年度分の都市計画税の特例） 

第４５条 宅地等に係る令和６年度から令和８年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等

の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の都市計画税について法第

７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。）に１００分の５

を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３（

第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該宅地等調整都

市計画税額とする。 

第４５条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等

の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の都市計画税について法第

７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。）に１００分の５

（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあ

っては、１００分の２．５）を乗じて得た額を加 
算した額（令和３年度分の都市計画税にあっては、

前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地 
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９ 
条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条か 
ら第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等 
であるときは、当該額にこれらの規定に定める率 
を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分 
の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合 
における都市計画税額（以下「宅地等調整都市計 
画税額」という。）を超える場合には、当該宅地 
等調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の宅地等調

整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に１０分の６を乗じて

得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３（第１８項を除く。）

又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額を

超える場合には、前項の規定にかかわらず、当該

都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和

４年度分及び令和５年度分の宅地等調整都市計画

税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額（当

該商業地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受け

る商業地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額を超える場合

には、前項の規定にかかわらず、当該都市計画税

額とする。 
３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の宅地等調

整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じて得

た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は

附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和

４年度分及び令和５年度分の宅地等調整都市計画

税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした
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き額とした場合における都市計画税額に満たない

場合には、第１項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。 

場合における都市計画税額に満たない場合には、

第１項の規定にかかわらず、当該都市計画税額と

する。 
４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が０．６以上０．７以下のものに係る令和６

年度から令和８年度までの各年度分の都市計画税

の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

市計画税の課税標準額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（第１

８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が０．６以上０．７以下のものに係る令和３

年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税

の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

市計画税の課税標準額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（第１

８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額とする。 
５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担 

水準が０．７を超えるものに係る令和６年度から 
令和８年度までの各年度分の都市計画税の額は、 
第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る 
当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価 
格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が 
当該年度分の固定資産税について法第３４９条の 
３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第 
１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等で 
あるときは、当該額にこれらの規定に定める率を 
乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分 
の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合 
における都市計画税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担 
水準が０．７を超えるものに係る令和３年度から 
令和５年度までの各年度分の都市計画税の額は、 
第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る 
当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価 
格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が 
当該年度分の固定資産税について法第３４９条の 
３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第 
１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等で 
あるときは、当該額にこれらの規定に定める率を 
乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分 
の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合 
における都市計画税額とする。 

  
第４６条 改正法附則第２１条第１項の規定に基づ

き、令和６年度から令和８年度までの各年度分の

都市計画税については、法附則第２５条の３の規

定を適用しないこととする。 

第４６条 改正法附則第１４条第１項の規定に基づ

き、令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税については、法附則第２５条の３の規

定を適用しないこととする。 
  

（農地に対して課する令和６年度から令和８年度 
までの各年度分の都市計画税の特例） 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度 
までの各年度分の都市計画税の特例） 

第４７条 農地に係る令和６年度から令和８年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、当該農地に係

る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る

当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税 
標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額 
）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げ 
る負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負 
担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年 
度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした 

第４７条 農地に係る令和３年度から令和５年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、当該農地に係

る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る

当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税 
標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額。

以下この条において同じ。）に、当該農地の当該 
年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応 
じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た 
額（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年 
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場合における都市計画税額（以下「農地調整都市 
計画税額」という。）を超える場合には、当該農 
地調整都市計画税額とする。 

度分の都市計画税の課税標準額）を当該農地に係 
る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき 
額とした場合における都市計画税額（以下「農地 
調整都市計画税額」という。）を超える場合には、

当該農地調整都市計画税額とする。 
 ［略］ 

 

 ［略］ 
 

  
第４９条 市街化区域農地に係る令和６年度から令

和８年度までの各年度分の都市計画税の額は、前

条の規定により附則第２７条の規定の例により算

定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の都

市計画税額が、当該市街化区域農地の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格の３分の

２の額に１００分の５を乗じて得た額を加算した

額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第１８項を除く。

）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額（以下「市街化区域農地調整都市計

画税額」という。）を超える場合には、当該市街

化区域農地調整都市計画税額とする。 

第４９条 市街化区域農地に係る令和３年度から令

和５年度までの各年度分の都市計画税の額は、前

条の規定により附則第２７条の規定の例により算

定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の都

市計画税額が、当該市街化区域農地の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格の３分の

２の額に１００分の５を乗じて得た額を加算した

額（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年

度分の都市計画税の課税標準額）（当該市街化区

域農地が当該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける市

街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域

農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税額（以

下「市街化区域農地調整都市計画税額」という。

）を超える場合には、当該市街化区域農地調整都

市計画税額とする。 
２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度分の市

街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街化区

域農地調整都市計画税額が、当該市街化区域農地

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき価格の３分の２の額に１０分の２を乗じて得

た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資 
産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。

）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定 
の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当 
該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額） 
を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計 
画税の課税標準となるべき額とした場合における 
都市計画税額に満たない場合には、前項の規定に 
かかわらず、当該都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係

る令和４年度分及び令和５年度分の市街化区域農

地調整都市計画税額は、当該市街化区域農地調整

都市計画税額が、当該市街化区域農地に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の

３分の２の額に１０分の２を乗じて得た額（当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市

街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額に満たない場合には、前項の規定にかかわら

ず、当該都市計画税額とする。 
  

（土地に対して課する令和６年度から令和８年度 
までの各年度分の都市計画税の特例に関する用語 
の意義） 

（土地に対して課する令和３年度から令和５年度 
までの各年度分の都市計画税の特例に関する用語 
の意義） 

第５３条 ［略］ 第５３条 ［略］ 
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附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第１１条の次に

１条を加える改正及び附則第１２条の改正は、公布の日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後のさいたま市市税条例

（以下「改正後の条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年

度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、改正後の条例の規定中都市計画税に関する部

分は、令和６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの

都市計画税については、なお従前の例による。 

-24-



1 
 

議案第９２号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 下記のことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の 

規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

 さいたま市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例の制定について 
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（別紙） 

専決第２４号 

専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のよう

に専決処分する。 

  令和６年３月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例 

 （さいたま市国民健康保険税条例の一部改正） 

第１条 さいたま市国民健康保険税条例（平成１４年さいたま市条例第２８号）の一

部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （課税額）  （課税額） 
第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、

国保課税被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が２４万円を超える場合においては、後期高

齢者支援金等課税額は、２４万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、

国保課税被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が２２万円を超える場合においては、後期高

齢者支援金等課税額は、２２万円とする。 
４ ［略］ ４ ［略］ 
  

 （さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（令和６年さいたま市

条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  第２１条の改正を次のように改める。 
 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額） 
第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税 第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税
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義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）及び同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が２４万円を超える場合には、２４万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。 

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）及び同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が２２万円を超える場合には、２２万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。 
⑴ 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に 
国民健康保険税の納付義務が発生した場合には 
その発生した日。以下この項において同じ。） 
現在においてその世帯に属する国民健康保険の 
被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保 
険法第６条第８号の規定により被保険者の資格 
を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当 
該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の 
世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき 
算定した法第７０３条の５第１項に規定する総 
所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万 
円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健 
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のう 
ち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税 
法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項 
に規定する給与所得について同条第３項に規定 
する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第 
１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を 
超える者に限る。）をいう。以下この号におい 
て同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有 
する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規 
定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３ 
項に規定する公的年金等に係る所得について同 
条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を 
受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該 
公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に 
限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的 
年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限 
る。）をいい、給与所得を有する者を除く。） 
の数の合計数（以下この条において「給与所得 
者等の数」という。）が２以上の場合にあって 
は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を 
減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し 
た金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

⑴ 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に 
国民健康保険税の納付義務が発生した場合には 
その発生した日。以下この項において同じ。） 
現在においてその世帯に属する国民健康保険の 
被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保 
険法第６条第８号の規定により被保険者の資格 
を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当 
該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の 
世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき 
算定した法第７０３条の５第１項に規定する総 
所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万 
円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健 
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のう 
ち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税 
法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項 
に規定する給与所得について同条第３項に規定 
する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第 
１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を 
超える者に限る。）をいう。以下この号におい 
て同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有 
する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規 
定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３ 
項に規定する公的年金等に係る所得について同 
条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を 
受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該 
公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に 
限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的 
年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限 
る。）をいい、給与所得を有する者を除く。） 
の数の合計数（以下この条において「給与所得 
者等の数」という。）が２以上の場合にあって 
は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を 
減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し 
た金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２４，５００円 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２２，９６０円 
  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 
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８，５４０円 ７，５６０円 
  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ９ 
   ，３８０円 

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ８ 
   ，４００円 

 ⑵ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に２

９万５，０００円を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該

当する者を除く。） 

 ⑵ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に２

９万円を乗じて得た額を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を

除く。） 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １７，５００円 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １６，４００円 
  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

６，１００円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

５，４００円 
  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ６ 
   ，７００円 

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ６ 
   ，０００円 

 ⑶ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に５

４万５，０００円を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に

該当する者を除く。） 

 ⑶ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者

の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に５

３万５，０００円を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に

該当する者を除く。） 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ７，０００円 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ６，５６０円 
  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

２，４４０円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

２，１６０円 
  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２ 
   ，６８０円 

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２ 
   ，４００円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に ２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に
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６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）

は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。 

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）

は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。 
⑴ 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲 
げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人 
について次に定める額 

⑴ 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲 
げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人 
について次に定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世

帯 ５，２５０円 
  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世

帯 ４，９２０円 
  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世

帯 ８，７５０円 
  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世

帯 ８，２００円 
  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世

帯 １４，０００円 
  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世

帯 １３，１２０円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １

７，５００円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １

６，４００円 
⑵ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均 
等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ 
れ未就学児１人について次に定める額 

⑵ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均 
等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ 
れ未就学児１人について次に定める額 

  ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世

帯 １，８３０円 
  ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世

帯 １，６２０円 
  イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世

帯 ３，０５０円 
  イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世

帯 ２，７００円 
  ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世

帯 ４，８８０円 
  ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世

帯 ４，３２０円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ６ 
   ，１００円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ５ 
   ，４００円 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 
  

   附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の

日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市国民健康保険税条例の規定は、令和６年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保

険税については、なお従前の例による。 
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議案第９４号 

さいたま市監査委員条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市監査委員条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市監査委員条例の一部を改正する条例 

さいたま市監査委員条例（平成１３年さいたま市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（請求又は要求による監査） （請求又は要求による監査） 
第１０条 法第７５条第３項及び第５項の規定によ

る送付、公表及び提出、法第１９９条第９項及び

第１３項の規定による提出及び公表（議会の請求

又は市長の要求に係る結果に関するものに限る。

）、法第２３５条の２第３項及び地方公営企業法

第２７条の２第２項の規定による提出（市長又は

管理者の要求に係る結果に関するものに限る。）

並びに法第２４３条の２の８第３項（地方公営企

業法第３４条において準用する場合を含む。）の

規定による決定は、請求又は要求のあった日から

６０日以内にこれを行わなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があるときは、この限りで

ない。 

第１０条 法第７５条第３項及び第５項の規定によ

る送付、公表及び提出、法第１９９条第９項及び

第１３項の規定による提出及び公表（議会の請求

又は市長の要求に係る結果に関するものに限る。

）、法第２３５条の２第３項及び地方公営企業法

第２７条の２第２項の規定による提出（市長又は

管理者の要求に係る結果に関するものに限る。）

並びに法第２４３条の２の２第３項（地方公営企

業法第３４条において準用する場合を含む。）の

規定による決定は、請求又は要求のあった日から

６０日以内にこれを行わなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があるときは、この限りで

ない。 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９５号 

   さいたま市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市市税条例の一部を改正する条例 

 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （寄附金税額控除）  （寄附金税額控除） 
第２４条の２ 所得割の納税義務者が、前年中に法

第３１４条の７第１項第１号及び第２号に掲げる 
寄附金又は次に掲げる寄附金を支出した場合には、

同項に規定するところにより控除すべき額（当該

納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例

控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該

控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以

下この項において「控除額」という。）をその者

の第２１条及び前条の規定を適用した場合の所得

割の額から控除するものとする。この場合におい 
て、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、

当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額と

する。 

第２４条の２ 所得割の納税義務者が、前年中に法

第３１４条の７第１項第１号及び第２号に掲げる

寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出

した場合には、同項に規定するところにより控除

すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項

に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合に

あっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加

算した金額。以下この項において「控除額」とい

う。）をその者の第２１条及び前条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除するものとする。

この場合において、当該控除額が当該所得割の額

を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額

に相当する金額とする。 
 ⑴ 所得税法第７８条第２項第２号から第４号ま

でに掲げる寄附金（法第３１４条の７第１項第

２号に掲げる寄附金を除く。）及び租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１

８の２第２項に規定する特定非営利活動に関す

る寄附金（次号に掲げる寄附金を除く。）のう

ち、次に掲げるもの 

 ⑴ 所得税法第７８条第２項第２号及び第３号に

掲げる寄附金（同条第３項の規定により特定寄

附金とみなされるものを含み、法第３１４条の

７第１項第２号に掲げる寄附金を除く。）並び

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第４１条の１８の２第２項に規定する特定非営

利活動に関する寄附金（次号に掲げる寄附金を

除く。）のうち、次に掲げるもの 
  ア・イ ［略］   ア・イ ［略］ 
  ウ 所得税法第７８条第２項第４号に掲げる寄   ウ 所得税法第７８条第３項の規定により特定
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附金のうち、市民の福祉の増進に寄与するも

のとして、規則で定めるところにより、市長

が指定したもの 

寄附金とみなされるもののうち、市民の福祉

の増進に寄与するものとして、規則で定める

ところにより、市長が指定したもの 
 ⑵ ［略］  ⑵ ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
  
第６３条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２

若しくは第１２号の固定資産又は同項第１６号の

固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設

置する医療関係者の養成所において直接教育の用

に供するものに限る。）について同項本文の規定

の適用を受けようとする者は、土地については第

１号及び第２号に、家屋については第３号及び第

４号に、償却資産については第５号及び第６号に

掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋

又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭

和２４年法律第２７０号）第１５２条第５項の法

人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法 
人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条の

公的医療機関の開設者、令第４９条の１０第１項

に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益

財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税

法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をい

う。以下この条において同じ。）に該当するもの

に限る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人

に該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立

行政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若し

くは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済 
組合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、

准看護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨

床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養

成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益

財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人

若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館

法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項の

博物館を設置するもの又は公益社団法人若しくは

公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以

下この条において「学校法人等」という。）の所

有に属しないものである場合においては、当該土

地、家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で

使用させていることを証明する書類を添付して、

市長に提出しなければならない。 

第６３条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２

若しくは第１２号の固定資産又は同項第１６号の

固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設

置する医療関係者の養成所において直接教育の用

に供するものに限る。）について同項本文の規定

の適用を受けようとする者は、土地については第

１号及び第２号に、家屋については第３号及び第

４号に、償却資産については第５号及び第６号に

掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋

又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭 
和２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若

しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医

療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条の公

的医療機関の開設者、令第４９条の１０第１項に

規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益財

団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法 
第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。

以下この条において同じ。）に該当するものに限

る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に該

当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政

法人労働者健康安全機構、健康保険組合若しくは

健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合

若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准

看護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床

検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成

所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財

団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人若

しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法

（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項の博

物館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公

益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下

この条において「学校法人等」という。）の所有 
に属しないものである場合においては、当該土地、

家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用

させていることを証明する書類を添付して、市長

に提出しなければならない。 
 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 
  

附 則 附 則 
 （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 
 第１０条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０条

第３項後段（同条第６項から第１０項まで及び第

１１項（同条第１２項において準用する場合を含
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む。以下この条において同じ。）の規定によりみ

なして適用する場合を含む。）の規定の適用を受

けた同条第３項に規定する公益法人等（同条第６

項から第１１項までの規定により特定贈与等に係

る公益法人等とみなされる法人を含む。）を同条

第３項に規定する贈与又は遺贈を行った個人とみ

なして、令附則第３条の２の３で定めるところに

より、これに同項に規定する財産（同法第４０条

第６項から第１１項までの規定により特定贈与等

に係る財産とみなされる資産を含む。）に係る山

林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額

に係る市民税の所得割を課する。 
  

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める 

割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める 

割合） 

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。 

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。 

 ［略］ 

法附則第１５条第２５項第１号 ［略］ 

法附則第１５条第２５項第２号 ７分の６ 

法附則第１５条第２５項第３号 ［略］ 

法附則第１５条第２５項第４号 ［略］ 

法附則第１５条第２８項  ［略］ 

法附則第１５条第３２項  ［略］ 

法附則第１５条第３７項  ［略］ 

法附則第１５条第３８項 ２分の１ 

法附則第１５条第４１項  ［略］ 

法附則第１５条第４２項  ［略］ 

［略］ 
 

 ［略］ 

法附則第１５条第２５項第１号 

 

［略］ 

法附則第１５条第２５項第２号 ［略］ 

法附則第１５条第２５項第３号  ［略］ 

法附則第１５条第２８項  ［略］ 

法附則第１５条第３２項 ２分の１ 

法附則第１５条第３３項  ［略］ 

法附則第１５条第３８項 

 

 ［略］ 

法附則第１５条第４２項  ［略］ 

法附則第１５条第４３項  ［略］ 

［略］ 
 

  
 （読替規定）  （読替規定） 
第５４条 法附則第１５条第１項、第９項、第１３

項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第２

４項、第２７項、第３１項から第３４項まで、第

３７項、第３８項、第４２項若しくは第４５項、

第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条 
の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第１５２条第２項中「又は第３３項」とあるのは、

「若しくは第３３項又は附則第１５条から第１５

条の３まで若しくは第６３条」とする。 

第５４条 法附則第１５条第１項、第９項、第１３

項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第２

４項、第２７項、第３１項から第３５項まで、第

３８項、第３９項、第４３項若しくは第４６項、

第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条 
の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第１５２条第２項中「又は第３３項」とあるのは、

「若しくは第３３項又は附則第１５条から第１５

条の３まで若しくは第６３条」とする。 
  

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す
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る。 

⑴ 附則第１８条の２及び第５４条の改正並びに附則第３条及び第４条の規定 公

布の日 

⑵ 第６３条の改正 令和７年４月１日 

⑶ 第２４条の２第１項の改正、附則第１０条の２を削る改正及び次条の規定 公

益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の翌年の１

月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項

の規定の適用がある場合における前条第３号に掲げる規定による改正後のさいたま

市市税条例第２４条の２第１項（第１号ウに係る部分に限る。）の規定の適用につ

いては、同項第１号ウ中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改

正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を

有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７８条第３項の規

定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定による改正後

のさいたま市市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度

分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方

税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項 

に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条

第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に

供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の
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日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定

する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税につ

いては、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定による改正後

のさいたま市市税条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税については、なお

従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条

第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に

供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日から令和６年３月３１日

までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在快適性等向上施設

等の用に供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例によ

る。 
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議案第９６号 

さいたま市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例 

さいたま市社会福祉審議会条例（平成１５年さいたま市条例第１２号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（子ども・子育て支援法に基づく事務処理） （子ども・子育て支援法に基づく事務処理） 
第３条 審議会は、子ども・子育て支援法（平成２ 

４年法律第６５号）第７２条第１項の規定に基づ

き、同項各号に掲げる事務を処理するものとする。

第３条 審議会は、子ども・子育て支援法（平成２ 

４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に基づ

き、同項各号に掲げる事務を処理するものとする。

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
 

 

 

 

 

 

 
 

-36-



 

議案第９７号 

   さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部を

改正する等の条例の制定について 

 さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部を改正

する等の条例を次のように定める。 

  令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部を

改正する等の条例 

 （さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部改正 

 ） 

第１条 さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例（平成

１３年さいたま市条例第１４５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

   さいたま市老人福祉施設グリーンヒルうらわ

条例 
   さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設

グリーンヒルうらわ条例 
  

 

目次 
 第１章 総則（第１条―第５条） 
 第２章 介護老人保健施設（第６条―第９条） 
 第３章 ケアハウス（第１０条―第１３条） 
 第４章 老人デイサービスセンター（第１４条―

第１７条） 
 第５章 在宅介護支援センター（第１８条・第１

９条） 
 第６章 補則（第２０条―第２５条） 
 附則 

  
    第１章 総則 
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 （設置）  （設置） 
第１条 進行する高齢化社会に対応し、市民の福祉

の向上増進を図るため、グリーンヒルうらわをさ

いたま市緑区馬場１丁目７番地１に設置する。 

第１条 進行する高齢化社会に対応し、市民の保健

福祉の向上増進を図るための複合施設として、グ

リーンヒルうらわをさいたま市緑区馬場１丁目７

番地１に設置する。 
  
 （構成施設）  （構成施設） 
第２条 グリーンヒルうらわは、老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第２０条の６に規定する

軽費老人ホームで厚生労働大臣の定めるケアハウ

ス（以下「ケアハウス」という。）をもって構成

する。 

第２条 グリーンヒルうらわは、次に掲げる施設を

もって構成する。 

  ⑴ 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第８条第２８項に規定する介

護老人保健施設（以下「介護老人保健施設」と

いう。） 

  ⑵ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第

２０条の６に規定する軽費老人ホームで厚生労

働大臣の定めるケアハウス（以下「ケアハウス

」という。） 
  ⑶ 老人福祉法第２０条の２の２に規定する老人

デイサービスセンター（以下「老人デイサービ

スセンター」という。） 
  ⑷ 老人福祉法第２０条の７の２第１項に規定す

る施設である在宅介護支援センター（以下「在

宅介護支援センター」という。） 
  
 （業務）  （業務） 
第３条 ケアハウスは、老人福祉法第２０条の６に

規定する施設に関する業務を行う。 
第３条 グリーンヒルうらわは、前条各号に掲げる

施設の総合的管理その他設置の目的を達成するた

めに、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該

各号に定める業務を行う。 
  ⑴ 介護老人保健施設 法第８条第２８項に規定

する介護保健施設サービス（以下「介護保健施

設サービス」という。）並びに同条第１項に規

定する居宅サービスのうち同条第１０項に規定

する短期入所療養介護（以下「短期入所療養介

護」という。）及び同条第８項に規定する通所

リハビリテーション（以下「通所リハビリテー

ション」という。）並びに法第８条の２第１項

に規定する介護予防サービスのうち同条第８項

に規定する介護予防短期入所療養介護（以下「

介護予防短期入所療養介護」という。）及び同

条第６項に規定する介護予防通所リハビリテー

ション（以下「介護予防通所リハビリテーショ

ン」という。）に関する業務 
  ⑵ ケアハウス 老人福祉法第２０条の６に規定

する施設に関する業務 
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  ⑶ 老人デイサービスセンター 法第８条第７項 
  に規定する通所介護（以下「通所介護」という。

  ）及び法第１１５条の４５第１項第１号ロに規

定する第１号通所事業（以下「第１号通所事業

」という。）に関する業務 
  ⑷ 在宅介護支援センター 老人福祉法第２０条

の７の２第１項に規定する相談、助言、連絡調

整その他の援助に関する業務 
 ２ 介護老人保健施設の全部又は一部が利用者に利

用されていない居室がある場合にあっては、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障

害者総合支援法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスのうち同条第８項に規定す

る短期入所に係る障害者総合支援法第２９条第１

項に規定する指定障害福祉サービス（以下「指定

短期入所」という。）を行うことができる。 
 ３ 老人デイサービスセンターは、障害者総合支援

法第５条第１項に規定する障害福祉サービスのう

ち同条第７項に規定する生活介護に係る障害者総

合支援法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービス（以下「指定生活介護」という。）を行

うことができる。 
  
 第４条 削除 
  
 第５条 削除 
  
    第２章 介護老人保健施設 
   
  （名称） 
 第６条 介護老人保健施設の名称は、きんもくせい

とする。 
  
  （入所定員等） 
 第７条 介護老人保健施設の入所定員は、１００人 

 とし、介護保健施設サービス、短期入所療養介護、

 介護予防短期入所療養介護及び指定短期入所を利

用する者を含むものとする。 
 ２ 通所リハビリテーション及び介護予防通所リハ

ビリテーションの利用定員は、２０人とする。 
  
  （入所対象者等） 
 第８条 介護保健施設サービスに係る入所対象者は、

 法の規定による施設介護サービス費及び特例施設

介護サービス費の支給を受ける者とする。 
 ２ 短期入所療養介護及び通所リハビリテーション

に係る利用対象者は、法の規定による居宅介護サ
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ービス費又は特例居宅介護サービス費の支給を受

ける者とする。 
 ３ 介護予防短期入所療養介護及び介護予防通所リ

ハビリテーションに係る利用対象者は、法の規定

による介護予防サービス費又は特例介護予防サー

ビス費の支給を受ける者とする。 
 ４ 指定短期入所に係る利用対象者は、次の各号の

いずれかに該当する者であって、規則で定めるも

のとする。 
  ⑴ 障害者総合支援法第１９条第１項の規定によ

る介護給付費の支給決定を受けた者 
  ⑵ 障害者総合支援法第３０条第１項第１号に掲

げる場合に該当することにより同項の規定によ

る特例介護給付費の支給を受けることが見込ま

れる者 
  ⑶ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）第１８条第１項の規定による措置に係る者 
  ⑷ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号

）第１５条の４の規定による措置に係る者 
  ⑸ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

２１条の６の規定による措置に係る児童 
  
  （利用料金） 
 第９条 介護保健施設サービスの入所者、短期入所

療養介護の利用者、通所リハビリテーションの利

用者、介護予防短期入所療養介護の利用者及び介

護予防通所リハビリテーションの利用者は、厚生

労働大臣が定める基準により算定した額及び厚生

労働省令に規定する費用で指定管理者（第２３条

第１項に規定する指定管理者をいう。次項並びに

第１３条、第１７条第１項、第２０条及び第２１

条において同じ。）が定める額を納付しなければ

ならない。 
 ２ 指定短期入所の利用者（前条第４項第３号から

第５号までに該当する者を除く。）は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額及び障

害者総合支援法第２９条第１項に規定する特定費

用（以下「特定費用」という。）を、利用料金と

して、指定管理者に納付しなければならない。 
  ⑴ 前条第４項第１号に該当する者 障害者総合

支援法第２９条第３項第２号に掲げる額 
  ⑵ 前条第４項第２号に該当する者 障害者総合

支援法第３０条第３項第１号に掲げる額 
  
    第３章 ケアハウス 
  
第４条 ［略］ 第１０条 ［略］ 
  
第５条 ［略］ 第１１条 ［略］ 
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第６条 ［略］ 第１２条 ［略］ 
  
 （利用料金）  （利用料金） 
第７条 ケアハウスの入所者は、指定管理者（第９

条第１項に規定する指定管理者をいう。以下この

条において同じ。）に利用料金を納付しなければ

ならない。 

第１３条 ケアハウスの入所者は、市長の承認を得

て、指定管理者が定める額を納付しなければなら

ない。 

２ 利用料金の額は、市長の承認を得て、指定管理

者が定める。 
 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。  
  
    第４章 老人デイサービスセンター 
  
  （名称） 
 第１４条 老人デイサービスセンターの名称は、グ 

 リーンヒルうらわ・デイサービスセンターとする。

  
  （利用定員） 
 第１５条 老人デイサービスセンターの利用定員は、

 ２０人とし、指定生活介護を利用する者を含むも

のとする。ただし、第１号通所事業のうち市長が

別に定めるサービスに係る利用定員については、

市長が別に定める。 
  
  （利用対象者） 
 第１６条 通所介護及び第１号通所事業に係る老人

デイサービスセンターの利用対象者は、次の各号

のいずれかに該当する者とする。 
  ⑴ 通所介護に係る居宅介護サービス費若しくは

特例居宅介護サービス費の支給に係る者又は第

１号通所事業に係る第１号事業支給費の支給に

係る者 
  ⑵ 老人福祉法第１０条の４第１項第２号の措置

に係る者 
  ⑶ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の

規定による居宅介護又は介護予防・日常生活支

援（通所介護又は第１号通所事業に限る。）に

係る介護扶助に係る者 
  ⑷ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号

）に規定する介護支援給付（通所介護又は第１

号通所事業に係るものに限る。）に係る者 
 ２ 指定生活介護に係る老人デイサービスセンター

の利用対象者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 
  ⑴ 障害者総合支援法第１９条第１項の規定によ
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る介護給付費の支給決定を受けた者 
  ⑵ 障害者総合支援法第３０条第１項第１号に掲

げる場合に該当することにより同項の規定によ

る特例介護給付費の支給を受けることが見込ま

れる者 
  
  （利用料金） 
 第１７条 通所介護及び第１号通所事業に係る老人

デイサービスセンターの利用者は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げる額を納付しな

ければならない。 
  ⑴ 通所介護 厚生労働大臣が定める基準により

算定した額及び厚生労働省令に規定する費用で

指定管理者が定める額 
  ⑵ 第１号通所事業 市長が定めるところにより

算定した額及び市長が定める費用で指定管理者

が定める額 
 ２ 指定生活介護に係る老人デイサービスセンター

の利用者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び特定費用を納付しなければな

らない。 
  ⑴ 前条第２項第１号に該当する者 障害者総合

支援法第２９条第３項第２号に掲げる額 
  ⑵ 前条第２項第２号に該当する者 障害者総合

支援法第３０条第３項第１号に掲げる額 
  
    第５章 在宅介護支援センター 
  
  （名称） 
 第１８条 在宅介護支援センターの名称は、グリー

ンヒルうらわ・在宅介護支援センターとする。 
  
  （利用対象者） 
 第１９条 在宅介護支援センターの利用対象者は、

老人福祉法第５条の４第１項の規定による措置に

係る者とする。 
  
    第６章 補則 
  
  （利用料金収入の帰属） 
 第２０条 第９条、第１３条及び第１７条に規定す

る利用料金は、指定管理者の収入とする。 
  
  （利用料金の納付） 
 第２１条 第９条、第１３条及び第１７条に規定す

る者は、第９条、第１３条及び第１７条の規定に

より利用料金を指定管理者に納付しなければなら

ない。 
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第８条 ［略］ 第２２条 ［略］ 
  
第９条 ［略］ 第２３条 ［略］ 
  
 （指定管理者の指定の取消し等に伴う使用料の徴

収等） 
 （指定管理者の指定の取消し等に伴う使用料の徴

収等） 
第１０条 さいたま市公の施設の指定管理者の指定

の手続等に関する条例（平成１６年さいたま市条

例第１号）第６条第１項の規定により、指定管理

者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部若しくは一部の停止を命じた場合等で、

市長がグリーンヒルうらわの管理を臨時に行うと

きに限り、新たに指定管理者を指定し、又は当該

停止の期間が終了するまでの間、市長は、市長が

定める額を使用料として徴収する。 

第２４条 さいたま市公の施設の指定管理者の指定

の手続等に関する条例（平成１６年さいたま市条

例第１号）第６条第１項の規定により、指定管理

者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部若しくは一部の停止を命じた場合等で、

市長がグリーンヒルうらわの管理を臨時に行うと

きに限り、新たに指定管理者を指定し、又は当該

停止の期間が終了するまでの間、市長は、次に掲

げる使用料を徴収する。 
  ⑴ 介護保健施設サービスの入所者、短期入所療

養介護の利用者、通所リハビリテーションの利

用者、介護予防短期入所療養介護の利用者及び

介護予防通所リハビリテーションの利用者は、

厚生労働大臣が定める基準により算定した額及

び厚生労働省令に規定する費用で市長が定める

額 
  ⑵ ケアハウスの入所者は、市長が定める額 
  ⑶ 老人デイサービスセンターの利用者は、次の

ア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイに

掲げる額 
   ア 通所介護 厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額及び厚生労働省令に規定する費

用で市長が定める額 
   イ 第１号通所事業 市長が定めるところによ

り算定した額及び市長が定める費用で市長が

定める額 
  ⑷ 指定短期入所の利用者（第８条第４項第３号

から第５号までに該当する者を除く。）は、次

のア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイ

に定める額及び特定費用 
   ア 第８条第４項第１号に該当する者 障害者

総合支援法第２９条第３項第２号に掲げる額 
   イ 第８条第４項第２号に該当する者 障害者

総合支援法第３０条第３項第１号に掲げる額 
  ⑸ 指定生活介護の利用者は、次のア又はイに掲

げる区分に応じ、当該ア又はイに定める額及び

特定費用 
   ア 第１６条第２項第１号に該当する者 障害

者総合支援法第２９条第３項第２号に掲げる

額 
   イ 第１６条第２項第２号に該当する者 障害

者総合支援法第３０条第３項第１号に掲げる
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額 
２ 前項の場合にあっては、第７条第１項の規定を

準用する。この場合において、同項中「指定管理

者（第９条第１項に規定する指定管理者をいう。

以下この条において同じ。）に利用料金」とある 
 のは、「市長に使用料」と読み替えるものとする。

２ 前項の場合にあっては、第９条、第１３条及び

第１７条の規定を準用する。この場合において、

第９条第１項中「指定管理者（第２３条第１項に 
 規定する指定管理者をいう。次項並びに第１３条、

 第１７条第１項、第２０条及び第２１条において

同じ。）」とあるのは「市長」と、第９条第２項

及び第１７条第１項中「指定管理者」とあるのは

「市長」と、第１３条中「市長の承認を得て、指

定管理者が」とあるのは「市長が」と読み替える

ものとする。 
  
第１１条 ［略］ 第２５条 ［略］ 
  

 （さいたま市老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の廃止） 

第２条 さいたま市老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例は、廃止する。 

   附 則 

 この条例中、第１条の規定は令和７年４月１日から、第２条の規定は令和１２年４

月１日から施行する。 
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議案第９８号 

   さいたま市高齢者デイサービスセンター条例及びさいたま市与野本町デイサー

ビスセンター条例を廃止する条例の制定について 

 さいたま市高齢者デイサービスセンター条例及びさいたま市与野本町デイサービス

センター条例を廃止する条例を次のように定める。 

  令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市高齢者デイサービスセンター条例及びさいたま市与野本町デイサー

ビスセンター条例を廃止する条例 

 次に掲げる条例は、廃止する。 

 ⑴ さいたま市高齢者デイサービスセンター条例（平成１３年さいたま市条例第１

５３号） 

 ⑵ さいたま市与野本町デイサービスセンター条例（平成１３年さいたま市条例第

１５４号） 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第９９号 

さいたま市大崎むつみの里条例及びさいたま市槻の木条例の一部を改正する条

例の制定について 

さいたま市大崎むつみの里条例及びさいたま市槻の木条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市大崎むつみの里条例及びさいたま市槻の木条例の一部を改正する条   

例 

 （さいたま市大崎むつみの里条例の一部改正） 

第１条 さいたま市大崎むつみの里条例（平成１９年さいたま市条例第１１号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （業務）  （業務） 
第２条 むつみの里は、次に掲げる業務を行う。 第２条 むつみの里は、次に掲げる業務を行う。 

⑴ 次に掲げる障害福祉サービスに関すること。 
  ア・イ ［略］ 
   
  ウ ［略］ 

⑵・⑶ ［略］ 
 ⑷ 障害児相談支援（児童福祉法第６条の２の２ 

第６項に規定する障害児相談支援をいう。第４

条第４項において同じ。） 

⑸ ［略］ 
２ ［略］ 

 

⑴ 次に掲げる障害福祉サービスに関すること。 
ア・イ ［略］ 

 ウ 就労移行支援 
 エ ［略］ 
⑵・⑶ ［略］ 

 ⑷ 障害児相談支援（児童福祉法第６条の２の２ 

第７項に規定する障害児相談支援をいう。第４

条第４項において同じ。） 

⑸ ［略］ 
２ ［略］ 
 

（利用定員） （利用定員） 
第３条 むつみの里の定員は、１７５人とする。 第３条 むつみの里の定員は、１９０人とする。 

（さいたま市槻の木条例の一部改正） 
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第２条 さいたま市槻の木条例（平成１７年さいたま市条例第７４号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（設置）  （設置） 
第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第６項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市槻の木を設置する。 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市槻の木を設置する。 
  
 （業務）  （業務） 
第３条 さいたま市槻の木は、次に掲げる業務を行

う。 
第３条 さいたま市槻の木は、次に掲げる業務を行

う。 
⑴ ［略］ 

 

⑵ ［略］ 

⑶ ［略］ 

⑷ ［略］ 

⑸ ［略］ 
２ ［略］ 
 

⑴ ［略］ 

⑵ 就労移行支援に関すること。 

⑶ ［略］ 

⑷ ［略］ 

⑸ ［略］ 

⑹ ［略］ 

２ ［略］ 

（利用定員） （利用定員） 
第４条 さいたま市槻の木の定員は、７６人とする。第４条 さいたま市槻の木の定員は、８８人とする。

 
 （利用者の資格）  （利用者の資格） 
第５条 生活介護及び就労継続支援を利用できる者

は、次に掲げる者とする。 
 ⑴～⑷ ［略］ 
２～４ ［略］ 

第５条 生活介護、就労移行支援及び就労継続支援

を利用できる者は、次に掲げる者とする。 
⑴～⑷ ［略］ 

２～４ ［略］ 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条中第２条第１項第４
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号及び第２条中第１条の改正は、公布の日から施行する。 
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議案第１００号 

さいたま市障害者福祉施設春光園条例等の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市障害者福祉施設春光園条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市障害者福祉施設春光園条例等の一部を改正する条例 

 （さいたま市障害者福祉施設春光園条例の一部改正） 

第１条 さいたま市障害者福祉施設春光園条例（平成１３年さいたま市条例第１６１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （設置）  （設置） 
第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第６項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市障害者福祉施設春光園（以下「春

光園」という。）を設置する。 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市障害者福祉施設春光園（以下「春

光園」という。）を設置する。 
  

（さいたま市みずき園条例の一部改正） 

第２条 さいたま市みずき園条例（平成１３年さいたま市条例第１６４号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を
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当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（設置）  （設置） 
第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第６項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市みずき園（以下「園」という。）

をさいたま市中央区大戸２丁目７番２１号に設置

する。 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市みずき園（以下「園」という。）

をさいたま市中央区大戸２丁目７番２１号に設置

する。 
  

（さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例の一部改正） 

第３条 さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例（平成１４年さいたま市

条例第９３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（設置）  （設置） 
第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第６項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市大砂土障害者デイサービスセンタ

ー（以下「センター」という。）をさいたま市北

区本郷町１７番地７に設置する。 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に 
 支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

 以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービス及び相談支援（法第５条第１８項

に規定する相談支援をいう。以下同じ。）並びに

障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障害

児相談支援をいう。以下同じ。）を行う施設とし

て、さいたま市大砂土障害者デイサービスセンタ

ー（以下「センター」という。）をさいたま市北

区本郷町１７番地７に設置する。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０１号 

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条

例を次のように定める。 

令和６年６月５日提出  

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正す

る条例 

（さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さ

いたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（職員） （職員） 
第４５条 ［略］ 第４５条 ［略］ 
２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以

上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない

幼児おおむね１５人につき１人以上、満４歳以上

の幼児おおむね２５人につき１人以上とする。た

だし、一の保育所につき２人を下ることはできな

い。 
 

２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以

上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない

幼児おおむね２０人につき１人以上、満４歳以上

の幼児おおむね３０人につき１人以上とする。た

だし、一の保育所につき２人を下ることはできな

い。 

（さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こ

ども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第２条 さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認

定こども園の認定の要件を定める条例（平成３０年さいたま市条例第２４号）の一
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部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 
第３条 認定こども園には、次に掲げる基準に適合 
 する数の教育及び保育に従事する者を置き、かつ、

 常時２人を下回ってはならない。 

第３条 認定こども園には、次に掲げる基準に適合 
 する数の教育及び保育に従事する者を置き、かつ、

 常時２人を下回ってはならない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳未満の園児おおむね１５人

につき１人以上 
 ⑶ 満３歳以上満４歳未満の園児おおむね２０人

につき１人以上 
 ⑷ 満４歳以上の園児おおむね２５人につき１人

以上 
 ⑷ 満４歳以上の園児おおむね３０人につき１人

以上 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
  

 （さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

第３条 さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平

成２６年さいたま市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （職員の数等）  （職員の数等） 
第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び

保育（満３歳未満の園児については、その保育。

以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び

保育（満３歳未満の園児については、その保育。

以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表
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の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める員数以上とする。ただし、当該職

員の数は、常時２人を下ってはならない。 

の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める員数以上とする。ただし、当該職

員の数は、常時２人を下ってはならない。 
園児の区分 員数 

１ 満４歳以上の園児 おおむね２５人につ

き１人 
２ 満３歳以上満４歳

未満の園児 
おおむね１５人につ

き１人 
 ［略］ 

 

園児の区分 員数 
１ 満４歳以上の園児 おおむね３０人につ

き１人 
２ 満３歳以上満４歳

未満の園児 
おおむね２０人につ

き１人 
 ［略］ 

 

４・５ ［略］ ４・５ ［略］ 
  

（さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６

年さいたま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （職員）  （職員） 
第２９条 ［略］ 第２９条 ［略］ 
２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める数の合計数に１を加えた数以上

とする。ただし、一の小規模保育事業所Ａ型につ

き２人を下ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める数の合計数に１を加えた数以上

とする。ただし、一の小規模保育事業所Ａ型につ

き２人を下ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （職員）  （職員） 
第３１条 ［略］ 第３１条 ［略］ 
２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の

区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。ただし、保育従事者の数は、一の小規模保

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の

区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。ただし、保育従事者の数は、一の小規模保
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育事業所Ｂ型につき２人を下ることはできない。 育事業所Ｂ型につき２人を下ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （職員）  （職員） 
第４４条 ［略］ 第４４条 ［略］ 
２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、 
 当該各号に定める数の合計数以上とする。ただし、

 一の保育所型事業所内保育事業所につき２人を下

ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、 
 当該各号に定める数の合計数以上とする。ただし、

 一の保育所型事業所内保育事業所につき２人を下

ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （職員）  （職員） 
第４７条 ［略］ 第４７条 ［略］ 
２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。た

だし、保育従事者の数は、一の小規模型事業所内

保育事業所につき２人を下ることはできない。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。た

だし、保育従事者の数は、一の小規模型事業所内

保育事業所につき２人を下ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ 当分の間、第１条の規定による改正後のさいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４５条第２項、第２条の規定による改正後のさいたま市幼稚

園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定の要

件を定める条例第３条第１項、第３条の規定による改正後のさいたま市幼保連携型

認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例第５条第３項並びに第４条の規定

による改正後のさいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例第

２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定の適用

については、これらの規定中「１５人」とあるのは「２０人」と、「２５人」とあ

るのは「３０人」とする。 
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議案第１０２号 

さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例の一部を改正する条例の制定につい 

て 

さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例の一部を改正する条例 

さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１８０号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

附 則 

改正後 改正前 
 （対象者）  （対象者） 
第３条 この条例により医療費の支給を受けること

ができる者（以下「対象者」という。）は、医療

保険各法の規定による被保険者、組合員若しくは

加入者（被保険者、組合員又は加入者であった者

を含む。以下「被保険者等」という。）又は被扶

養者であって、次の各号のいずれかに該当するも

のとする。 

第３条 この条例により医療費の支給を受けること

ができる者（以下「対象者」という。）は、医療

保険各法の規定による被保険者、組合員若しくは

加入者（被保険者、組合員又は加入者であった者

を含む。以下「被保険者等」という。）又は被扶

養者であって、市内に住所を有する次の各号のい

ずれかに該当するものとする。 
⑴ 市内に住所を有するひとり親家庭の父又は母 ⑴ ひとり親家庭の父又は母及び児童 
⑵ 前号のひとり親家庭の児童  

 ⑶ 市内に住所を有する養育者及び養育者が養育 
する前条第３項に規定する児童 

 ⑵ 養育者及び養育者が養育する前条第３項に規 
定する児童 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか 
に該当する者は、対象者としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか 
に該当する者は、対象者としない。 

 ⑴～⑸ ［略］   ⑴～⑸ ［略］  
 ⑹ 日本国内に住所を有しない者  
３ ［略］ ３ ［略］ 
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この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０３号 

   さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 さいたま市放課後児童クラブ条例（平成１３年さいたま市条例第１７８号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

［略］ 
さいたま市立

宮原放課後児

童クラブ 

さいたま市北区

宮原町４丁目１

０２番地６ 

［略］ 

［略］ 
 

別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

［略］ 
さいたま市立

宮原放課後児

童クラブ 

さいたま市北区

宮原町４丁目６

６番地１３ 

［略］ 

［略］ 
 

  

   附 則 

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 
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議案第１０４号 

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

１９５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表第１（第２９条関係） 別表第１（第２９条関係） 

種別 区 分 基準 

金  額 

備 

 

考 

市が収

集、運

搬及び

処分す

るもの 

市が処

分のみ

するも

の 

 ［略］ 

その

他の

一般

廃棄

物 

普通世

帯から

排出す

るもの

（搬入

量１回

に１０

ｋｇ超

から） 

 

［

略］ 

 ２４０

円 

 

［

略

］ 

  ［略］ 
 

種別 区 分 基準 

金  額 

備 

 

考 

市が収

集、運

搬及び

処分す

るもの 

市が処

分のみ

するも

の 

 ［略］ 

その

他の

一般

廃棄

物 

普通世

帯から

排出す

るもの

（搬入

量１回

に１０

０ｋｇ

以上か

ら） 

［

略］ 

 ２０円  

［

略

］ 

  ［略］ 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年１２月３１日までの間、この条例による改正後

のさいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例（次項において「改正後の条

例」という。）別表第１の規定の適用については、同表その他の一般廃棄物の部普

通世帯から排出するもの（搬入量１回に１０ｋｇ超から）の款中「２４０円」とあ

るのは、「１００円」とする。 

３ 令和８年１月１日から同年１２月３１日までの間、改正後の条例別表第１の規定

の適用については、同表その他の一般廃棄物の部普通世帯から排出するもの（搬入 

量１回に１０ｋｇ超から）の款中「２４０円」とあるのは、「１８０円」とする。 
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議案第１０５号 

さいたま市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

さいたま市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市病院事業の設置等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１９８号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除）  （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第１０条 法第３４条において準用する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の８

第８項の規定により病院事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得なけ

ればならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額

が１０万円以上である場合とする。 

第１０条 法第３４条において準用する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の２

第８項の規定により病院事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得なけ

ればならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額

が１０万円以上である場合とする。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０６号 

さいたま市農業者トレーニングセンター条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

さいたま市農業者トレーニングセンター条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市農業者トレーニングセンター条例の一部を改正する条例 

さいたま市農業者トレーニングセンター条例（平成１３年さいたま市条例第２３０

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

目次 
第１章・第２章 ［略］ 
第３章 併設施設（第１８条―第２１条） 
第４章 補則（第２２条） 

 附則 

目次 
第１章・第２章 ［略］ 
第３章 併設施設（第１８条―第２２条） 
第４章 補則（第２３条） 

 附則 
  
 （併設施設の設置）  （併設施設の設置） 
第１８条 センターに花きミスト温室及び花き母樹

温室（以下「併設施設」という。）を併設する。 
第１８条 センターに花き展示温室、花きミスト温

室、花き母樹温室及び花き集荷施設（以下「併設

施設」という。）を併設する。 
  
 （併設施設の業務）  （併設施設の業務） 
第１９条 併設施設は、それぞれ次に掲げる主要な

業務を行う。 
第１９条 併設施設は、それぞれ次に掲げる主要な

業務を行う。 
  ⑴ 花き展示温室 
   温室栽培等の実習及び展示に関すること。 
 ⑴ ［略］  ⑵ ［略］ 
 ⑵ ［略］  ⑶ ［略］ 
  ⑷ 花き集荷施設 
   ア 花き類の共同出荷に関すること。 
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   イ 花き類の交換会等の開催に関すること。 
  
  （休業日及び利用時間） 
 第２１条 第５条の規定は、花き展示温室の休業日

について準用する。 
 ２ 花き展示温室及び花き集荷施設の利用時間は、

午前９時から午後５時までとする。ただし、市長

は、事情によりこれを変更することができる。 
  
第２１条 ［略］ 第２２条 ［略］ 
  
   第４章 ［略］    第４章 ［略］ 
  
第２２条 ［略］ 第２３条 ［略］ 
  
別表第２（第２０条関係） 別表第２（第２０条関係） 

併設施設の使用料 併設施設の使用料 
種 別 使  用  料 摘 要 
［略］ 

花き母

樹温室 
［略］ 

 

種 別 使  用  料 摘 要 
［略］ 

花き母

樹温室 
［略］ 

花き集

荷施設 
販売額の５パーセントに

相当する額に１００分の

１１０を乗じて得た額（

その額に１０円未満の端

数が生じたときは、これ

を切り捨てた額） 

花き類

等を販売

した場合

に限る。 

 

  

附 則 

 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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議案第１０７号 

さいたま市下水道事業の設置等に関する条例及びさいたま市水道事業の設置等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市下水道事業の設置等に関する条例及びさいたま市水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市下水道事業の設置等に関する条例及びさいたま市水道事業の設置等

に関する条例の一部を改正する条例 

（さいたま市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市下水道事業の設置等に関する条例（平成１６年さいたま市条例第

７３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の８第

８項の規定により下水道事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得なけ

ればならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額

が１０万円以上である場合とする。 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の２第

８項の規定により下水道事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得なけ

ればならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額

が１０万円以上である場合とする。 

  

（さいたま市水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市水道事業の設置等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第２

７５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 
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⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除）  （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の８第

８項の規定により水道事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なけれ

ばならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が

１０万円以上である場合とする。 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の２第

８項の規定により水道事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なけれ

ばならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が

１０万円以上である場合とする。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０８号 

さいたま市立新設大和田地区小学校建設（建築）工事請負契約について 

さいたま市立新設大和田地区小学校建設（建築）工事について、下記のとおり請負

契約を締結したいので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求

める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契約の目的 さいたま市立新設大和田地区小学校建設（建築）工事 

２ 契約の方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ５，６０３，４００，０００円 

４ 契約の相手方 斎藤・和光・共栄特定共同企業体 

        代表構成員 さいたま市浦和区北浦和３丁目６番５号 

斎藤工業株式会社 

代表取締役 斎藤 恵介 

構 成 員 さいたま市中央区新中里３丁目６番５号 

和光建設株式会社 

代表取締役 岩浪 郁雄 

構 成 員 さいたま市大宮区高鼻町１丁目２５番地１ 

共栄建設株式会社 

代表取締役 原笹 治三 
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議案第１０９号 

さいたま市立新設大和田地区小学校建設（電気設備）工事請負契約について 

さいたま市立新設大和田地区小学校建設（電気設備）工事について、下記のとおり

請負契約を締結したいので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決

を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契約の目的 さいたま市立新設大和田地区小学校建設（電気設備）工事 

２ 契約の方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ７３９，２７２，６００円 

４ 契約の相手方 万代・浦和特定共同企業体 

        代表構成員 さいたま市桜区中島２丁目２２番１号 

株式会社万代電気工業 

代表取締役 三角 喜久治 

構 成 員 さいたま市南区南浦和１丁目２１番１９号 

浦和電気工事株式会社 

代表取締役 松村 文明 
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議案第１１０号 

さいたま市立新設大和田地区小学校建設（機械設備）工事請負契約について 

さいたま市立新設大和田地区小学校建設（機械設備）工事について、下記のとおり

請負契約を締結したいので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決

を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契約の目的 さいたま市立新設大和田地区小学校建設（機械設備）工事 

２ 契約の方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 １，５６９，７００，０００円 

４ 契約の相手方 ソーセツ・新研 特定共同企業体 

        代表構成員 さいたま市北区奈良町１５３番地１２ 

ソーセツエンジニアリング株式会社 

代表取締役 熊井戸 啓二 

構 成 員 さいたま市桜区西堀８丁目１２番１５号 

株式会社新研設備工業 

代表取締役 大原 喜四郎 
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議案第１１１号 

議決事項の一部変更について（ひまわり学園大規模改修（建築）工事請負契約

）  

 さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（

議案第５７号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「５０２，８７３，８００円」を「５１４，４０１，８００円」に変

更する。 
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議案第１１２号 

議決事項の一部変更について（ひまわり学園大規模改修（機械設備）工事請負

契約） 

 さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（

議案第５８号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「３６４，２２２，１００円」を「３７４，３５３，１００円」に変

更する。 
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議案第１１３号 

議決事項の一部変更について（さくら草学園移転整備（建築）工事請負契約） 

 さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（

議案第５９号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「４０６，５６０，０００円」を「４２２，５７６，０００円」に変

更する。 
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議案第１１４号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立大宮北小学校（１－１、－２・２ 

・１８棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事請負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部 

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従 

前の例によることとされた令和５年２月議会において議決を得た請負契約について（ 

議案第５３号。同年６月議会（議案第１２３号）及び９月議会（議案第１６７号）に

おいて議決を得て一部変更）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさ

いたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「３２８，０１５，６００円」を「３３０，１２７，６００円」に変

更する。 
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議案第１１５号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立原山小学校（７・１８・２１・２ 

４・２５棟）リフレッシュ改修（建築）工事請負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部 

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従 

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（ 

議案第６０号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会 

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市 

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「６２２，７７７，１００円」を「６５８，１０９，１００円」に変

更する。 
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議案第１１６号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立谷田小学校（１・３１・３２棟） 

リフレッシュ改修（建築）工事請負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部 

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従 

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（ 

議案第６１号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会 

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市 

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「５２２，７２３，３００円」を「５４０，５７６，３００円」に変

更する。 
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議案第１１７号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１ 

０・１８・２０・２５・３３・３４棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事請 

負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部 

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従 

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（ 

議案第６３号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会 

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市 

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「３４３，４６９，５００円」を「３４９，３７６，５００円」に変

更する。 
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議案第１１８号 

議決事項の一部変更について（うらわ美術館空調設備改修工事請負契約） 

 さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和５年９月議会において議決を得た請負契約について（

議案第１６３号）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま

市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「３２２，０１５，１００円」を「３４９，５８１，１００円」に変

更する。 
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議案第１１９号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 災害対応特殊化学消防ポンプ自動車 １台 

２ 取 得 先 東京都港区芝５丁目３６番７号三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ東京支店 

支店長 山北 忠司 

３ 取 得 価 格 ９７，６８０，０００円 

４ 取 得 理 由 火災現場における消火活動に充てるため。 
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議案第１２０号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 救助工作車Ⅱ型 １台 

２ 取 得 先 東京都港区芝５丁目３６番７号三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ東京支店 

支店長 山北 忠司 

３ 取 得 価 格 １６１，５９０，０００円 

４ 取 得 理 由 救助現場における救助活動に充てるため。 
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議案第１２１号 

埼玉県後期高齢者医療広域連合の規約の変更について  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、別紙 

のとおり埼玉県後期高齢者医療広域連合の規約を変更することについて協議するため、

同法第２９１条の１１の規定により議決を求める。 

令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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（別紙）  

   埼玉県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 埼玉県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年指令市第２０７９号）の一部を次

のように変更する。 

 別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 

   附 則 

 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 
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議案第１２２号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり市

道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議決を求める。 

  令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 
 
延  長 

   ｍ 

 
幅 員 

  ｍ 
起   点 終   点 重要な経過地 

Ｄ 第 ６ ９ ３ 号 線 40 72 4 00 

さいたま市南区辻二

丁目１１２９番８地

先 

さいたま市南区辻二

丁目１１２９番１２

地先 

 

Ｌ第１３７７号線 129 68 6 00 

さいたま市緑区大字

三室字北宿２１４３

番５地先 

さいたま市緑区大字

三室字北宿２１４１

番１６地先 

 

Ｌ第１３７８号線 100 11 5 00 

さいたま市緑区大字

三室字原前１１８０

番４地先 

さいたま市緑区大字

三室字原前１１８０

番１５地先 

 

第 ７ ９ ６ 号 線 39 18 4 00 

さいたま市中央区円

阿弥三丁目９５番３

地先 

さいたま市中央区円

阿弥三丁目９５番７

地先 

 

第 ７ ９ ７ 号 線 84 57 4 00 

さいたま市中央区大

戸五丁目５２５番１

地先 

さいたま市中央区大

戸五丁目５２９番２

地先 

 

１ ２ ９ ５ ５ 号 線 75 13 4 00 

さいたま市北区今羽

町２４５番１１地先 

さいたま市北区今羽

町２４５番４４地先 

 

 

１ ２ ９ ５ ６ 号 線 72 42 4 00 

さいたま市見沼区大

字小深作字小深作前

４５８番９地先 

さいたま市見沼区大

字小深作字小深作前

４７４番５地先 

 

１ ２ ９ ５ ７ 号 線 77 13 5 00 

さいたま市見沼区大

字東門前字本村２０

０番４地先 

さいたま市見沼区大

字東門前字本村２０

０番１１地先 

 

１ ２ ９ ５ ８ 号 線 51 51 

11 

～ 

12 

91 

 

04 

さいたま市見沼区島

町４９４番１１地先 

さいたま市見沼区島

町一丁目１０１番９

地先 

 

１ ２ ９ ５ ９ 号 線 92 13 4 00 

さいたま市見沼区大

字小深作字中島６４

７番４１地先 

さいたま市見沼区大

字小深作字中島６４

７番２０地先 

 

２ ２ ６ １ ０ 号 線 66 95 4 00 

さいたま市見沼区大

字中川字大山１０７

５番１地先 

さいたま市見沼区大

字中川字大山１０６

４番１３地先 

 

２ ２ ６ １ １ 号 線 117 14 

4 

～ 

5 

50 

 

00 

さいたま市見沼区大

字中川字大山１０６

４番５地先 

さいたま市見沼区大

字中川字大山１０６

８番５地先 
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路  線  名 
 
延  長 

   ｍ 

 
幅 員 

  ｍ 
起   点 終   点 重要な経過地 

２ ２ ６ １ ２ 号 線 93 01 4 30 

さいたま市見沼区大

字中川字大山１０６

４番１５地先 

さいたま市見沼区大

字中川字大山１０６

４番１４地先 

 

２ ２ ６ １ ３ 号 線 52 16 4 00 

さいたま市見沼区大

字御蔵字高見７７２

番７地先 

さいたま市見沼区大

字御蔵字高見７７１

番８地先 

 

３ ２ ９ ７ ４ 号 線 66 36 5 00 

さいたま市北区大成

町四丁目５３６番２

１地先 

さいたま市北区大成

町四丁目５３６番１

４地先 

 

４ １ ７ １ ７ 号 線 81 29 4 00 

さいたま市西区大字

佐知川字金山１３７

８番１０地先 

さいたま市西区大字

佐知川字金山１３７

８番５地先 
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議案第１２３号 

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により議決を求める。 

  令和６年６月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 

 

延  長 

   ｍ 

 

幅 員 

  ｍ 

起   点 終   点 重要な経過地 

４ １ ５ １ １ 号 線 30 40 

2 

～ 

3 

80 

 

70 

さいたま市西区大字

佐知川字金山１３８

１番２地先 

さいたま市西区大字

佐知川字金山１３８

２番地先 

 

３ ２ １ ４ 号 線 188 50 

2 

～ 

3 

00 

 

50 

さいたま市岩槻区大

字柏崎３６８番２地

先 

さいたま市岩槻区大

字柏崎２１５番地先 
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凡 例

認 定 路 線

起点 終点

起点 終点

廃 止 路 線

Ｌ ＝ 延 長 Ｗ ＝ 幅 員
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参 考 案 内 図

Ｄ第６９３号線認定
L=40.72m W=4.00m

辻小学校
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参 考 案 内 図

Ｌ第１３７７号線認定
L=129.68m W=6.00m

さいたま市立病院
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参 考 案 内 図

Ｌ第１３７８号線認定
L=100.11m W=5.00m

三室交番
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参 考 案 内 図

第７９６号線認定
L=39.18m W=4.00m

与野西北小学校
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参 考 案 内 図

第７９７号線認定
L=84.57m W=4.00m

大戸公民館
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参 考 案 内 図

１２９５５号線認定
L=75.13m W=4.00m 船橋

市営今羽住宅
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参 考 案 内 図

１２９５６号線認定
L=72.42m W=4.00m

春里中学校

県営大宮小深作はるさと住宅
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参 考 案 内 図

１２９５７号線認定
L=77.13m W=5.00m

東門前交差点
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参 考 案 内 図

芝浦工業大学
大宮キャンパス

１２９５８号線認定
L=51.51m W=11.91～12.04m

島町西部土地区画整理事業地内
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参 考 案 内 図

１２９５９号線認定
L=92.13m W=4.00m

春おか広場
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参 考 案 内 図

２２６１１号線認定
L=117.14m W=4.50～5.00m

２２６１２号線認定
L=93.01m W=4.30m

２２６１０号線認定
L=66.95m W=4.00m

南中野交差点
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参 考 案 内 図

２２６１３号線認定
L=52.16m W=4.00m

水道局東部配水場
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参 考 案 内 図

３２９７４号線認定
L=66.36m W=5.00m

埼玉大学教育学部附属
特別支援学校
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参 考 案 内 図

４１７１７号線認定
L=81.29m W=4.00m

４１５１１号線廃止
L=30.40m

W=2.80～3.70m

馬宮中学校
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参 考 案 内 図

３２１４号線廃止
L＝188.50m 

W＝2.00～3.50m
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